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  はじめに 

わが国の社会福祉制度は、福祉の対象者の増加や多様化などに伴い、大きく変わ

ってきました。高齢者福祉の分野においては、平成１２年度に介護保険制度がスター

トし、障害者福祉の分野でも、平成１５年度に支援費制度が、平成１８年度には障害

者自立支援法（現「障害者総合支援法」）が、施行されるなど、行政の判断でサー

ビスの対象者・内容等を決定する「措置制度」から、利用者自身がサービスを選択

する「契約制度」へと、多くの福祉サービスにおいて利用の仕組みが変わりました。 

これに伴い、福祉サービスを提供する事業主体も、社会福祉法人だけではなく、

在宅サービスを中心にＮＰＯ法人や民間企業など多様な事業者が参入するとともに、

利用者自らが、必要なサービスを選択し、利用できるようになりました。 

こうした中、社会福祉法人が今後も地域福祉の中心的な担い手としての役割を果

たすことができるよう、平成２８年に社会福祉法が改正され、経営組織のガバナンス

の強化、事業運営の透明性の向上など、公益性と非営利性を備えた法人としての在

り方を徹底する観点から、社会福祉法人制度の改革が行われました。 

福祉保健局では、都民の皆様が、安心して質の高い福祉・医療サービスを利用す

ることができるように、事業者に対して、法令基準等に基づき適正にサービス等を

提供するよう指導を行うとともに、サービスの質の向上に向けた育成にも取り組ん

でいます。また、不適正なサービスの提供や、介護・診療報酬請求等に関する悪質

な法令違反を行った事業者や医療機関に対しては、改善勧告等の指導や、改善命令・

指定取消などの行政処分を行っています。 

 今後とも、国や区市町村等関係機関との一層の連携を図りながら、効果的・効率

的な指導の実施に努めていきます。 

この報告書は、令和３年度に実施した指導検査結果について取りまとめたもので、

指摘事項を中心に分かりやすくとりまとめ、適正な事業運営の一助となるよう、具

体的な指導事例も掲載しています。 

令和 2年度に引き続き令和３年度も、新型コロナウイルス感染症のまん延により、

通常の対面による実地検査の実施に大きな影響を受けました。一方で、このような

状況を契機に、ポストコロナ社会を見据え、「デジタル技術を活用した社会福祉施

設等に対する指導検査の推進に関する基本構想構想」を策定し、デジタル技術を活

用した新しい指導検査業務を実現するための基本的な考え方や取り組むべき方向

性を取りまとめ、事業者及び行政双方の事務負担の軽減や利便性の向上を図り検討

を進めています。 

都民の皆様には、福祉・医療サービスの抱える課題を知っていただきたいと存じ

ます。また、事業者や医療機関の皆様には、問題の早期発見と自主的な早期改善の

ために活用していただければ幸いです。 

令和５年１月            福祉保健局指導監査部長  坂本 尚史 
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(注) Ⅱ及びⅢの「検査(指導)実施状況」並びにⅥ資料１における対象数及び 

実地検査数等について 

 

 対象数は令和３年４月１日現在の数（八王子市に所在する施設・事業所を除

く）を基本とし、実地検査数(実地指導数)及び個別指導数は令和３年度に実施

した数を記載しています。 




